
令和６年度　入善町財務書類

入善町財政課



財務４表の作成基準日は、会計年度の最終日である令和7年3月31日としています。
なお、出納整理期間（令和7年4月1日から5月31日まで）の出納については、作成基準日までに
終了したものとして取り扱っています。

連結会計

第三セクター

①入善町文化振興財団

②入善町体育協会

③入善町農業公社

④入善里山観光開発株式会社

全体会計

①一般会計

②育英奨学金特別会計

一般会計等

対象とする会計の範囲

作成基準日

①国民健康保険特別会計

②後期高齢者医療特別会計

③簡易水道事業会計

④下水道事業会計

一部事務組合・広域連合

①新川広域圏事務組合

②新川介護・ケーブルテレビ事業組合

③新川地域消防組合

④富山県後期高齢者医療広域連合

⑤富山県市町村会館管理組合

⑥富山県市町村総合事務組合

⑦下山用水組合

⑧黒東合口用水組合



① 貸借対照表　基準日時点の財産の状況を表しています。

固定資産 固定負債
有形固定資産 地方債

事業用試算 長期未払金
インフラ資産 退職手当引当金
物品 流動負債

無形固定資産 1年以内償還予定地方債

ソフトウェア 未払金
その他 賞与等引当金

投資その他の資産
投資及び出資金 固定資産形成分
長期延滞債権 余剰分（不足分）
長期貸付金
基金
その他
徴収不能引当金

流動資産
現金預金
未収金
短期貸付金
基金

財政調整基金
徴収不能引当金

資産 負債

純資産

庁舎、町営住宅、学校、

町民利用施設、土地な

ど

道路、橋りょう、河川、

公園など

関連団体への出資金・

有価証券など

町税等の収入未済額

のうち１年以上経過し

たもの

現金及び１年以内に換

金可能な資産

町税等の収入未済額

のうち１年以内に発生

したもの

町税等の収入未済額

のうち、回収不能見込

額

返済期日が１年を超

える債務など

契約などにより後年

度の支払いが確定し

ている、翌々年度以

降の支払額など

将来発生する退職手

当見込額

契約などにより後年

度の支払いが確定し

ている翌年度の支払

額など

翌年度に支払うこと

が予定されている賞

与のうち、当年度負

担額

流動資産（短期貸付

金と基金は除く）から

負債を控除したもの

（減価償却累計額控

除後の）固定資産等

の残高

財務４表の見方



② 行政コスト計算書　会計期間中の経常的な行政サービスにかかった費用等を表しています。

経常費用
業務費用

人件費
職員給与費
賞与等引当金繰入額
退職手当引当金繰入額
その他

物件費等
物件費
維持補修費
減価償却費
その他

その他の業務費用
支払利息
徴収不能引当金繰入額
その他

移転費用
補助金等
社会保障給付
他会計への繰出金
その他

経常収益
使用料及び手数料
その他

純経常行政コスト
臨時損失
臨時利益

純行政コスト

③ 純資産変動計算書　会計期間中の純資産の変動を表しています。

前年度末純資産残高
純行政コスト（△）
財源

税収等
国県等補助金

本年度差額
固定資産等の変動（内部変動）

有形固定資産等の増加
有形固定資産等の減少
貸付金・基金等の増加
貸付金・基金等の減少

資産評価差額
無償所管換等
その他
本年度純資産変動額

本年度末純資産残高

翌年度６月に支給する期末勤勉手当見込額（12

月から翌年３月までの４か月分を計上）

当該年度に繰り入れられた退職手当引当金見込

額

町民や特別会計など、他者・他会計に移転する費

用

消耗品、光熱水費、印刷製本費、業務委託費、使

用料及び賃借料、備品購入などの経費

固定資産について、使用期間中、毎年度経済的

価値の減少があるとみなし、費用計上するもの

公共施設等の維持修繕経費

事業実施に係る補助金、助成金、負担金

医療、子育て、障害などの扶助費

災害復旧費、資産除売却損などの臨時に発生し

た経費と、財務書類作成上の第三セクター等に対

する負担見込額の増加額

資産の売却による収入が帳簿価格を上回る場合

の差額と、財務書類作成上の第三セクター等に対

する負担見込額の減少額

行政コスト計算書の収支尻である「純行政コスト」と

連動

町税、県税交付金、地方交付税及び地方譲与税

など

国・県支出金

資産除売却損

無償で譲渡または取得した固定資産評価額、そ

の他年度途中に判明した固定資産価額など

貸借対照表の「純資産」と連動



④ 資金収支計算書　活動を「業務」「投資」「財務」に分類し、１年間の資金の流れを表して

　　います。

業務活動収支
業務支出

業務費用支出
移転費用支出

業務収入
税収等収入
国県等補助金収入
使用料及び手数料収入
その他の収入

臨時支出
臨時収入

投資活動収支
投資活動支出

公共施設等整備費支出
基金積立金支出
投資及び出資金支出
貸付金支出
その他の支出

投資活動収入
国県等補助金収入
基金取崩収入
貸付金元金回収収入
資産売却収入
その他の収入

財務活動収支
財務活動支出

地方債償還支出
その他の支出

財務活動収入
地方債発行収入
その他の収入

本年度資金収支額
前年度末資金残高
本年度末資金残高
前年度末歳計外現金残高
本年度歳計外現金増減額
本年度末歳計外現金残高
本年度末現金預金残高

投資活動、財務活動以外の活動に係る収支

人件費、物件費等、町債の支払利息など

事業実施等に係る補助金・助成金・負担金、福

祉・医療・子育て・障害・生活保護などの扶助費、

他会計への繰出金

投資活動収入以外の国・県支出金

建物等の建設や用地取得、その他資産形成につ

ながる支出、基金への積立て・取崩しなどに伴う

資金の収支

公共施設等の整備に係る国・県支出金

町債発行額や元金償還金等に係る資金の収支

形式収支（歳入決算額-歳出決算額）

貸借対照表の流動資産中「現金預金」と連動



⑤ 財政指標に関する分析（一般会計等）

「地方公会計の推進に関する研究会報告書」（総務省）で示されている指標について整理
を行った。

Ⅰ．資産形成度
資産形成度は、「将来世代に残る資産はどれくらいあるのか」といった住民等の関心に

基づくものです。

１．住民一人当たり資産額
住民一人当たりの資産額とすることにより、住民等にとってわかりやすい情報となる

とともに、他団体との比較が容易になります。

R5

２．歳入額対資産比率
これまでに形成されたストックとしての資産が、歳入の何年分に相当するかを表し、

地方公共団体の資産形成の度合いを測ることができます。

R5

３．有形固定資産減価償却率
有形固定資産のうち、土地以外の償却資産（建物や工作物など）の取得価額に対する

減価償却累計額の割合を見ることで、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過し
ているかを把握することができます。

有形固定資産　－　土地　＋　減価償却累計額

- +

R5

66.1% 65.9%

67.2%
40,290,259 8,109,332 65,880,554

入善町 類似団体平均

=

3.5 3.4

減価償却累計額

65,880,554

49,711,069
= 3.4 年

14,502,248

千円／人
22,259

資産合計
住民基本台帳人口

49,711,069
= 2,233

入善町 類似団体平均

入善町 類似団体平均
2,159 1,842

資産合計
歳入合計



Ⅱ．世代間公平性
世代間公平性は、「将来世代と現世代との負担の分担は適切か」といった住民等の関心に

基づくものです。これは、貸借対照表上の資産、負債及び純資産の対比によって明らかにさ
れるものです。

１．純資産比率
これまで蓄積してきた資産が、これまでの世代による負担なのか、あるいは、将来世

代への負担となっているのかを見ることができます。この比率が高いほど、これまでの
世代の負担によって資産を取得してきたことになります。

R5

２．社会資本等形成の世代間負担比率
これまでに整備してきた公共資産のうち、どれくらい将来世代が負担する負債が残っ

ているかを見ることができます。この比率が高いほど、将来世代の負担が大きいことに
なります。

地方債残高（臨財債等、特例地方債除く）
公共資産（有形・無形固定資産）

R5

28.1%
40,290,259

入善町 類似団体平均
24.6% 15.4%

入善町 類似団体平均
67.7% 75.0%

11,323,252
=

純資産
資産合計

32,953,131
= 66.3%

49,711,069



Ⅲ．持続可能性（健全性）
持続可能性（健全性）は、「財政に持続可能性があるか（どのくらい借金があるか）」と

いう住民等の関心に基づくものであり、財政運営に関する本質的な視点です。

１．住民一人当たり負債額
住民一人当たり負債額とすることにより、住民にとってわかりやすい情報となるとと

もに、他団体との比較が容易になります。

R5

２．基礎的財政収支（プライマリーバランス）
地方債などの元金・利子返済額を除いた支出と、地方債発行などの借金による収入を

除いた収入のバランスを見るもので、収支がプラスの場合は、経費が借金に頼らないで
税金などの収入で賄われていることを表します。

資金収支計算書の業務活動収支 ＋ 投資活動収支
（支払利息除く） （基金積立金支出及び基金取崩収入を除く）

（ ＋ ）＋
業務活動収支 支払利息

（ ＋ － ） ＝ 千円
投資活動収支 基金積立金支出 基金取崩収入

＝ 百万円

R5

△ 1,675 271

△ 2,027,676 9,332 302,002 △ 933,310

入善町 類似団体平均

入善町 類似団体平均
698 440

1,295,517 91,519

千円／人
22,259

負債合計
住民基本台帳人口

16,757,938
= 753

△ 933



Ⅳ．効率性
効率性は、「行政サービスは効率的に提供されているか」といった住民等の関心に基づく

ものです。地方自治法においても、「地方公共団体は、その事務を処理するに当っては、住
民の福祉の増進に努めるとともに、最小の経費で最大の効果を挙げるようにしなければなら
ない」とされているものであり（同法第2条14項）、財政の持続可能性と並んで住民の関心
が高い視点です。

１．住民一人当たり行政コスト
行政コスト計算書で算出される行政コストを住民一人当たり行政コストとすることに

より、地方公共団体の行政活動の効率性を測定することができます。また、当該指標を
類似団体と比較することで当該団体の効率性の度合いを評価することができます。

なお、住民一人当たり行政コストについては、地方公共団体の人口や面積、行政権能
等により自ずから異なるべきものであるため、一概に他団体と比較するのではなく、類
似団体と比較すべきことに留意する必要があります。

R5

Ⅴ．自律性
自律性は、「歳入はどのくらい税収等で賄われているか（受益者負担の水準はどうなって

いるか）」といった住民等の関心に基づくものです。

１．受益者負担の割合
行政コスト計算書の経常収益は、使用料・手数料など行政サービスに係る受益者負担

の金額ですので、これを経常費用と比較することにより、行政サービスの提供に対する
受益者負担の割合を算出することができます。地方公共団体の行政サービス全体の受益
者負担の割合を経年比較したり、類似団体比較したりすることにより、当該団体の受益
者負担の特徴を把握することができます。

R5
入善町 類似団体平均
3.4% 3.8%

経常収益
経常費用

409,317
= 3.6%

11,446,319

入善町 類似団体平均
470 440

千円
22,259

純経常行政コスト
住民基本台帳人口

11,037,003
= 496



⑥ 財政指標に関する分析（全体財務）

Ⅰ．資産形成度

１．住民一人当たり資産額

R5 千円

２．歳入額対資産比率

R5 年

３．有形固定資産減価償却率

有形固定資産　－　土地　＋　減価償却累計額

- +

R5 %

年
17,938,887

4.2

減価償却累計額

71,401,311
= 4.0

= 55.6%
61,704,389 8,444,095 66,678,913

59.8

66,678,913

資産合計
住民基本台帳人口

71,401,311
= 3,208 千円

22,259

3,215

資産合計
歳入合計



Ⅱ．世代間公平性

１．純資産比率

R5 %

２．社会資本等形成の世代間負担比率

地方債残高（普通建設事業債）
公共資産（有形・無形固定資産）

R5 %

Ⅲ．持続可能性（健全性）

１．住民一人当たり負債額

R5 千円

２．基礎的財政収支（プライマリーバランス）

資金収支計算書の業務活動収支 ＋ 投資活動収支
（支払利息除く） （基金積立金支出及び基金取崩収入を除く）

（ ＋ ）＋
  業務活動収支 支払利息

（ ＋ － ） ＝ 千円
  投資活動収支 基金積立金支出 基金取崩収入

R5 千円

△ 1,888,211 29,445 433,085 △ 362,324

△ 1,119,883

1,204

1,658,991 270,536

千円
22,259

62.6

26,249,301
=

61,704,389

42.2

負債合計
住民基本台帳人口

38,194,598
= 1,716

42.5%

46.5%
71,401,311

純資産
資産合計

33,206,714
=



Ⅳ．効率性

１．住民一人当たり行政コスト

R5 千円

２．住民一人当たり人件費・物件費等

R5 千円

Ⅴ．自律性

１．受益者負担の割合

R5 %

14,524,887

6.1

経常収益
経常費用

868,120
= 6.0%

千円
22,259

千円
22,259

354

368

594

業務費用
住民基本台帳人口

8,201,713
=

純経常行政コスト
住民基本台帳人口

13,656,767
= 614


